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2025年 6月 19日 

第 56期決算公告 

東京都港区三田 3-5-27 

エクシオ・システムマネジメント株式会社 

代表取締役 深山 博文 

貸 借 対 照 表 

（２０２５年３月３１日現在）           （単位：円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 2,391,410,512 流動負債 770,693,730 

現金及び預金 54,002,116 工事未払金 194,543,860 

預け金 1,087,666,005 未払金 20,591,034 

完成工事未収入金 1,177,086,760 未払法人税等 101,976,700 

未成工事支出金 37,229,404 未払事業所税 7,176,300 

製品 242,987 リース 1,774,723 

仕掛品 147,809 未払費用 323,409,492 

貯蔵品 5,000 未成工事受入金 6,501,826 

材料貯蔵品 5,940,403 預り金 15,563,995 

前払費用 15,269,544 前受収益 121,000 

未収入金 13,820,484 未払消費税 97,474,800 

  役員賞与引当金 1,560,000 

固定資産 256,756,794 固定負債 163,369,936 

有形固定資産 72,288,307 長期未払金 1,708,492 

建物 47,702,167 長期リース債務 9,968,921 

構築物 6,584,040 退職給付引当金 151,377,523 

機械及び装置 4,761,327 役員退職慰労引当金 315,000 

車両及び運搬具 1   

工具器具及び備品 2,732,302 負債合計 934,063,666 

リース資産 10,508,470 （純資産の部）  

  株主資本 1,714,103,640 

 無形固定資産 21,559,504 資本金 100,000,000 

 電話加入権 80,000 資本剰余金 753,757,140 

ソフトウエア 21,479,504 資本準備金 378,605,895 

 投資その他の資産 162,908,983 その他資本剰余金 375,151,245 

 出 資 金 1,030,000 利益剰余金 860,346,500 

事務所敷金・保証金 14,389,100 その他利益剰余金 860,346,500 

繰延税金資産 147,489,883 別途積立金 410,000,000 

  繰越利益剰余金 450,346,500 

  純資産合計 1,714,103,640 

資産合計 2,648,167,306 負債純資産合計 2,648,167,306 
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個 別 注 記 表 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

連結グループ内株式・・・原価法（移動平均法） 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

原価法（移動平均法） 

 

② 棚卸資産 

未成工事支出金 ･･･ 個別法による原価法 

材料貯蔵品 ･･･････ 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

なお、耐用年数および残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び２０１６年４月１日

以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法によっております。 

 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。なお、自社

利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）にもとづく定額法によっており

ます。 

 

③ リース資産 

定額法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする方法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が２００８年３月３１日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。 

 

② 役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額にもとづく当事業年度負担額を計上することとしておりま

す。 

 

③ 完成工事補償引当金 

完成工事に係る契約不適合責任に基づき要する費用に充てるため、当事業年度の売上高に対する将

来の見積補償額を計上しております。 

 

④ 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、当事業年度末における手持工事のうち、損失発生の可能性が高

く、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、翌期以降の損失見込額を計上

することとしております。 

 

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見積額にもとづき当事業年度

末において発生していると認められる額を計上することとしております。 

 

⑥ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社内規にもとづく期末要支給額を計上することとしてお

ります。 

 

(4) 収益および費用の計上基準 

当社の主要なサービス又は取引形態等における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以

下のとおりであります。 

工事契約に関して、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、財又は

サービスを顧客に移転する履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。 

当該契約における履行義務の性質を考慮した結果、原価の発生が工事の進捗度を適切に表すと判断してい

るため、履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想され

る工事原価の合計に占める割合（インプット法）に基づいて行っております。また、契約の初期段階におい

て、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見

込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しています。 

なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短く、

金額的重要性が乏しい工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、

完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

 

 

 

 


